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編集後記
　『社会と倫理』第34号では、特集として5本の
論考、投稿論文として2本の論考、論説として1
本の論考を収録した。
　特集1「ビジネスと人権－デュー・ディリジェ
ンスの可能性と限界」では、2011年の国連総会
で承認された「ビジネスと人権に関する指導原則」
が求める人権へのデュー・ディリジェンス（＝当
然払われるべき注意）をめぐって、国際経営論・
多国籍企業論を専門とする金綱基志氏と、国際人
権法を専門とし企業と人権について研究してい
るW・S・メレの論考を収録した。それぞれ、企
業のインセンティヴ、および、国連原則の制度的
有効性の観点から、企業活動に埋め込まれている
はずの社会倫理について論じている。企業活動が
人権への配慮を必然的に伴うものになろうとして
いる状況は確実に増えてきており、“企業は自社
の利益のために存在しているのであってそれ以外
のことを考慮することはかえって社会の害悪にな
る”という古典的な考えを、企業を取り巻く現実
的な状況が徐々に失効させ始めているようにも思
える。本特集は、企業と人権をめぐる今後の展開
を見通す基本線を示し得たのではないだろうか。
　特集2「自殺予防教育のあり方」は、本誌でこ
れまでに行ってきた特集「自殺対策をめぐる政策・
実践・研究」（第31号）、「自殺と社会」（第33号）
に続く、自殺に関する特集第三弾である。今回の
特集では、2016年の自殺対策基本法の改正に伴
い、若年層の自殺予防対策として「SOSの出し方
教育」が各地の自治体に要請されることとなった
ことを受け、改めて自殺予防と教育の関係につい
て幅広い見地から検討されている。若年層に向け
た自殺予防につながる教育プログラムの研究と開
発に長らく専門的に関わってきた太刀川弘和氏、
川島大輔氏、勝又陽太郎氏の論考を収録した。国
内外で広く実施されている試みやそれに関する研
究の動向を踏まえながら、当該テーマの過去・現
在・未来を見通す内容となっている。自殺が社会
の問題と位置づけられ政策に反映されたのは大き
な一歩だが、そうなることで、実行可能性への固
執や政策実行者の独断専行が現実を取りこぼし、
かえって繊細な事実をきめ細かく拾い上げようと
してきた学術的な知の蓄積を軽視することにつな
がるとすれば、それは憂慮すべき課題であろう。
本特集がそうした現状に対して少しでも再考を促
す材料となれば幸いである。
　今号から新たに導入されたのは、投稿論文であ
る。応募された6本の論考の中から査読プロセス
を経て、2本を収録した。石田柊氏の論考は、分
析的アプローチで差別を不正化するものを探求し
たものであり、ある事態を前に無批判にその差別
性を言挙げする向きと、それにより自らがむしろ
差別を被っていると言挙げする向きとの両面に対
して、冷静に事柄の本質を捉えるよう促す議論を
提示している。また、岸見太一氏の論考は、何か
についての議論や主張が一定のバイアスのなかで
構成されていることを踏まえて、そうした限界の
自覚と、複数人での理由をめぐる討議の実践を促
している。いずれもSNS時代の言説空間のなか
で右往左往しかねない私たちが読むべき論考と言
えるだろう。
　また論説として、1本の論考を収録した。杉尾
浩規氏は、論考「アタッチメントの文化的性質」
（第33号）に引き続き、アタッチメントをめぐる
研究状況に関して論ずる。アタッチメント理論と
アタッチメントの文化研究がアタッチメントの普
遍性をめぐって拮抗する位置づけにある論争状況
を、海外の論者たちに参照されている土居健郎の
「甘え」論を正確に捉え直すことで整理し、新た
なアプローチの可能性を示している。
　最後に、本号には、15本の書評と1本の新刊紹
介が収録された。そのうち、著者との応答を含む
ものが4本あり、いずれも読み応えのあるものと
なっている。
　本誌の編集が進められるなか、2019年7月、本
誌でも多くの特集を企画し、また、第30号で退
職を記念したマイケル・シーゲル氏が帰天した。
シーゲル氏が残してくれた多くのことを引き継
ぎ、これからも良質な論考を届けていきたい。
　そして、次号で本誌は35号を数え、また、刊
行元である南山大学社会倫理研究所は、2020年
で設立40周年を迎えることになる。道は続く。
 W・S・メレ、森山花鈴、奥田太郎

